
２．システムの提供 

統一的な基準による地方公会計の整備に係る標準的なソフトウェアを開発し、平成27年度に地方公共団体に無償で 
提供する予定 

システム整備の経費負担を軽減するとともに、財務書類作成作業の効率化にも寄与（相当部分が自動仕訳化） 

原則として平成27年度から平成29年度までの３年間で統一的な基準による財務書類等を作成するよう平成27年
１月に全ての地方公共団体に要請したところであるが、地方公共団体の事務負担や経費負担を軽減するため、以
下のような支援策を講じることとしている。 

３．財政支援 

固定資産台帳の整備のための資産評価・データ登録等に要する経費について特別交付税措置（平成26～29年度） 

特別交付税措置を講じることで地方公共団体の経費負担を軽減 

４．人材育成支援 

自治大学校、市町村アカデミー（JAMP）、全国市町村国際文化研修所（JIAM）等を活用して、財務書類の活用方法
も含めた自治体職員向けの研修を実施する予定 

単に財務書類作成のための知識だけでなく、予算編成への活用等に関するノウハウも普及 

１．マニュアルの公表 

統一的な基準による財務書類の作成手順や固定資産台帳の整備手順、事業別・施設別のセグメント分析をはじめ
とする財務書類の活用方法等を内容とする「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を平成27年１月に公表 

具体的なマニュアルの公表によって統一的な基準による財務書類の作成等を促進 

統一的な基準による地方公会計の整備に係る支援 別紙４ 
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